
１．研究の背景

　現在、そして小学校から中学校への移行期における

生活面・学習面の段差が引き起こす諸問題から、少子

化・市町村合併などから生じる学校適正規模に関する

諸課題にいたるまで様々な理由から、小中一貫、小中

連携が注目されてきている。大きな焦点課題としては、

小学校から中学校への移行期を緩やかに接続するため

に教育課程連携を検討する立場（例えば、９年間の指

導体制を見たとき、小学校の６年生を中学校１年生と

接続する形で教育課程編成や教育方法を工夫するもの）

と義務教育９年間の教育のあり方を、発達、教育内容、

特別支援の情報なども含めた教育情報・評価情報の共

有などから、あらためて組織的な指導体制を見直し、

教育的に意味のある段差から構成された節目の持ち方

を検討する立場（４･３･２制、５･４制、２･３･４制、

３･４･２制など）がある（表１参照；2006年、品川で

開かれた第１回サミットを受けて、2007年８月に京都

で開催された小中一貫教育全国サミットで発表された

取り組みを分析しまとめたもの）。

　小中一貫に関わる先行研究１）は、古くは1954年に山

口県教育委員会によって出された「改訂社会科カリキュ

ラムに応ずる小中一貫性の系表について」教育広報 ６

（11），pp.35ｰ37．から存在している。先行研究を分析

し、取り組みについて分類して見ると、①ある教科・

総合に着目した小中一貫カリキュラム研究、②学力向

上・ある力の育成に着目した小中一貫カリキュラム研

究、③学校全体の取り組みに着目した小中一貫研究（研

究開発）、④学校全体の取り組みに着目した小中一貫研

究（教育特区）、⑤学校全体の取り組みに着目した小

中一貫研究（公立、地域の事情）、⑥小中連携に関す

る研究、がその特徴としてあげられた。
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べた後、計画段階も含めると４年目を迎えた小中一貫校における研究主任の役割に着眼したものである。そして立ち

上げ期から、３年の経過の中で、どの時期にどのような役割が求められたのか、何が課題となり、それにどのように

対応したかを明らかにし、今後、小中一貫に取り組む学校の研究主任の役割に関して共通すると考えられる点の示唆

を導いている。
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表１　小中一貫教育の取り組みの動向



　関連して、最近では、小中連携に関する研究が増え、

①ある教科・総合・特別活動に着目した小中連携カリ

キュラム研究、②教師の連携に着目した小中連携に関

する研究、③目標と評価に着目した小中連携に関する

研究、④小中連携による児童・生徒の変容に関する研

究、が見られた。

　また図１に見られるように、当初、構造改革の動き

から教育特区の認定を受け、小中一貫教育が進められ

ることが多かったが、ここに来て、義務教育改革の動

きが活発化し、①コミュニティスクールとしての小中

一貫校、②施設一体型小中一貫校、③併設・隣接校に

おける小中一貫校、④既存の施設を利用した小中連携

の試み、などに関する実践研究報告がなされるように

なってきた。

　しかしながら、このような研究を実際に現場で遂行

している要となっている研究主任を中心とするミドル

リーダーの役割に焦点化した研究は現在手薄であり２）、

小中一貫、小中連携を試みようとする学校そしてミド

ルリーダーにとって、実践研究を進める上で研究過程

情報が手に入りにくい状況になっている。

２．研究の目的と本研究の位置

　そこで、本研究は、１）先行して異校園連携研究に

取り組んでいる学校（施設一体型の小中一貫校、併

設・隣接校舎における小中一貫校、既存の校舎で小中

連携を試みようとしている学校）でミドルリーダ・

チームが、これまでどのような役割を果たし、現在ど

のような役割を果たしているのか、学校組織の変化・

成長とミドルリーダーの役割はどのように関わってい

るのかを明らかにすることを目指した。

　具体的には、小中一貫を進める学校の取組みにおい

て、学校のミドルリーダ・チームが、それぞれ遭遇し

た困難点、研究遂行における壁、その解決の糸口、具

体的な対処の方法など、取り組みの経過とそこでの役

割に着目した。そして、ある条件下にある小中一貫を

進める際の研究主任の役割を明らかにしようと試みて

いる。

　本研究と先行研究の関係は図２に示したとおりであ

る。先にも述べたように、どのような位置づけの研究

かを見ると、①ある教科・総合に着目した小中一貫カ

リキュラム研究、②学力向上・ある力の育成に着目し

た小中一貫カリキュラム研究、③学校全体の取り組み

に着目した小中一貫研究（研究開発）、④学校全体の

取り組みに着目した小中一貫研究（教育特区）、⑤学

校全体の取り組みに着目した小中一貫研究（公立、地

域の事情）、⑥小中連携に関する研究、がその特徴と

してあげられた。さらに、なぜこのような取り組みを

試みているのか、その効果や成果をどのように語ろう

としているのかなど、アプローチの仕方から先行研究

の動向を見てみると、「連携カリキュラムの工夫、教

育方法の工夫」「子どもの発達・変容の明確化」「連携

に関わる歴史的・原理的考察」「連携に対する保護者・

地域のかかわりや意識の変化」「教師の意識の変化」

から学校園の変化について述べ、小中一貫・連携の必

要性や有効性を述べる先行研究が多く存在した。しか

し、それに対して、この研究が始まったばかりである

ということもあってか、その成果や効果を導いてきた

リーダーの役割や学校研究に焦点化して述べた研究は

まだ少なく、手薄な状況である３）。実際に、これから

小中一貫・連携を試みる学校にとって、この学校研究

のプロセスを明らかにしておくことは重要と判断した。

そこで本研究の位置づけを図２のようにとった。これ

が本研究の特徴である。

３．研究の方法

　今回、研究協力を得たのは、平成16年度の計画段階

から数えて、４年目の取り組みに当たるＡ市の小中一

貫校Ａであり、そこで研究推進に当たってきた研究主
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図１　教育改革の動きと小中一貫教育の関係



任である。

　学校は人口の流入がほとんどない小規模校で各学年

は単級である。

　計画段階の平成16年度時点では、校長２名、教頭２

名、教務主任２名、研究主任２名という計８名の研究

推進部の構成をとっていた。

　しかし、スタートした平成17年度時には、校長１名、

教頭２名、教務主任２名、研究主任２名という計７名

の研究推進部の構成に変わり、翌18年度からは、校長

１名、教頭２名、教務主任２名、研究主任３名という

計８名の研究推進部の構成に変わり、現在に至ってい

る。

　今回、小規模施設一体型小中一貫校の研究主任の役

割を明らかにしていくために、協力をお願いしたのは、

この研究推進部のうち、平成16年度の立ち上げ期から

継続して研究主任を務めてきた２名の教諭と平成18年

度より研究主任として参加してきた１名の教諭、計３

名の教師である。

　この研究主任がリードしてきた校内研修体制につい

ては以下のとおりである。

　計画段階時の平成16年度は、研究推進部会、教科部

会、新設教科等部会（A市小中一貫教育推進委員会作

業部会と連携した国語科部会、理科部会、英会話科・

外国語科部会、算数科・数学科部会、情報部科会、生

活科・郷土「○○」科部会）、分掌部会であった。ス

タート時の平成17年度は、研究推進部会、三期ブロッ

ク部会、教科部会、新設教科等部会、分掌部会に広がっ

た。そして、平成18年度より研究実行委員会の下に研

究推進部会、ＴＴ研究部会、調査研究部会、三期ブロッ

ク部会、教科部会、新設教科等部会、分掌部会の７部

会を設定し、９年間を見通した教育課程とその指導方

法の研究を計画的に行っている。また推進委員会、各

作業部会で話し合われた内容を共通理解できるように

校内で調整している。

　なお、研究主任がリードしてきたＡ小中学校の小中

一貫教育は、４･３･２制の前期・中期・後期のブロッ

ク制を設けた９年一貫教育である。

　①子どもの発達（子どもの身体の発達、及び精神的

な発達の状況を見ると、５年生・６年生・７年生の塊

のほうが近似性が高い）、②教育内容（４年生の２学

期より、かなり内容的に今までと非連続の難しい内容

が登場する。４年生までの学習内容を４年生終了時点

までにその到達度をしっかり押さえ、指導していく取

り組みが必要と判断、また子どもたちに先への見通し

（モデル像）を持たせ、現在を振り返らせる取り組み

をしていくことが必要、そのために中間の見通しと遠

い見通しを持たせるために４年、７年、９年とそれぞ

れのブロックの最高学年にリーダー性を発揮できる行

事を置く、など）、③学習内容に応じた教育方法（５

年生からＴＴ、教科担任制の導入）ほか、の検討など

からブロック制を用いている。

　小中学校のゆるやかな接続は、授業と授業外活動の

両方から考え、その際、指導によって子どもたちが乗

 異校園種連携研究における研究動向

317

b M c
d e

f gh E i j

k l m ,
n o Ap
q

" r ,
p s

t u v A
\ w

* 1 x ) y
z { | A}
~ | � �

� M c , p s

b M c
d e

f gh E i j

k l m ,
n o Ap
q

" r ,
p s

t u v A
\ w

* 1 x ) y
z { | A}
~ | � �

� M c , p s

b M c
d e

fgh E i j

k l m,
n o Ap
q

" r ,
p s

t u v A
\ w

* 1 x ) y
z{ | A}
~ | � �

� M c , p s

gK � � �� A� � K � �� �

� F � K gK � K AD �L gK� K

� � , � �

b M c
d e

fgh E i j

k l m,
n o Ap
q

" r ,
p s

t u v A
\ w

* 1 x ) y
z{ | A}
~ | � �

� M c , p s

gK � � �� A� � K � �� �

� F � K gK � K AD �L gK� K

� � , � �

� � d e � d e

! 2© ¼¡BC?Ú@A»BC&æç��Oª¬

����������������

"(|��

! 3© ¿°À�?�sA|ü}�&+FÜ

図２　先行研究に対する本研究の位置及び着眼点
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図３　取り組みにおけるブロックの考え方



り越えることが出来る段差をあえて設定する（チャレ

ンジ段差、教育的に考えられた段差）という方針に立っ

ている（図３参照）。

　教科に関しても、教育特区申請を行っているために、

新設として３教科を設定している。また、学習時間増、

教科書の早期給付も行っている。

　以上のような研究組織、研究内容を持つ、小中一貫

校における研究主任に協力をお願いした。

　３人の研究主任の個人プロフィールとしては、教職

暦20年以上の男性であり、小学校籍２名、中学校籍１

名である。３人とも、計画段階の平成16年４月１日に

他校から移動してきた教諭である。

　研究方法としては、立ち上げ期、開始して１年目、

２年目、そして３年目の取り組みにおいて、３名の研

究主任が、それぞれ遭遇した困難点、研究遂行におけ

る壁、その解決の糸口、具体的な対処の方法など、取

り組みの経過とそこでの役割について、各年度の終わ

りにその年度の取り組みについて振り返ってもらった

インタビュー記録と、計画段階を入れて３年を経過し

た平成19年５月現在において、各時期における取り組

みの経過を振り返ってもらったインタビュー記録から、

ある条件下にある小中一貫を進める際の研究主任の役

割の明確化しようとしているものである。なお、役割

の明確化に関わるインタビュー記録は、市による推進

委員会だけでなく、校内研修、研究相談のミーティン

グに参加してきたため、その都度、研究主任から伺っ

た内容もその役割の解釈に位置づけている。

４．結果と考察

　学校研究の３年間の経過を振り返ってどのような役

割が求められたか（３人とのグループインタビュー記

録より：2005年２月、2006年２月、2007年２月）

（１）計画段階は、小中一貫に向けた環境整備につい

て奔走した年だった（著者がインタビュー素データを

要約）

　平成16年度は４月からまず９年一貫の教育課程を考

えること（新教科含む）と小中一貫校の教室配置、規

則ほか、学校生活全般に関わって、小学校と中学校で

会議を持ちながら進めた。計画段階の初年度は、校舎

も、８月まで、隣接しているがそれぞれ別であり、会

議日を調整しながら、まず何をしていく必要があるの

かを明らかにし、それに基づいて、役割分担を行い、

研究推進の原案を出しながら進めた。最初何をしてい

いかわからなく、次第にすることがあまりにもたくさ

ん出てきて困惑した。同時に、当然であるが学級を担

任し、授業も従来と同じように担当しているため、学

級経営などに関しても手が回らないこともあった。

　研究主任として、同僚に求められたことは、①何を

いつまでにしたらいいのかを指し示すこと、②小中一

貫に対する研修や視察など通じて情報を提供すること、

③小学校と中学校で話が折り合わないときの交渉、④

教育委員会からの要望への対応と連絡調整、⑤生じた

課題や問題への対応。

　とにかく平成17年４月の開講にむけて走り続けた気

がしている。

　何とか頑張ってきたが、教育課程の編成について、

各教科の内容については、市の推進委員会の各教科作

業部会に分かれて作業が進められたため、全体像の把

握が難しく、また職員全員の周知を図ることも難しかっ

た。

　ときどき、しなくてはならない課題同士のつなぎの

部分をすることを忘れ、教務主任の先生に助けてもらっ

た。予算関係などはかなり教頭先生から助けてもらっ

た。地域や保護者への説明や市の推進委員会や教育委

員会との打ち合わせについては、校長先生のリーダー

シップの下に進めることが出来た。８人会（校長２名、

教頭２名、教務主任２名、研究主任２名）のおかげで

何とかやりくりできたと思う（→研究主任を支える組

織の必要性）。

　達成感と言うよりも何とか行ってきた、これからの

ことを考えると不安も多く感じた。

（２）開校初年度は、小中一貫教育の良さと不安が交

互にやってくる年だった（著者がインタビュー素デー

タを要約）

　平成16年の２学期から職員室がひとつになり、小中

一貫校への準備を進めてきた。全員に兼務辞令が出て、

各ブロック専用図書室（前期図書室、中期図書室、後

期図書室）、新設教科の部屋などの環境も整い、９学年

全体を教職員全体で責任を持つ体制ができた。平成17

年４月に新入生を迎えて、小学校入学と中学校への入

学を一緒の入学式で行った。職員室の座席配置も３つ

の島（前期・中期・後期）に分かれ始まったが、何か

問題や課題が生じると、やはり小学校籍の教員は、旧

小学校の教員同士で話し合い、旧小学校から出ていた

研究主任に課題解決を求めることがあった。旧中学校

籍の教員も同様な状況であった。中期ブロックは、小

中の教員が一緒に取り組むことになったが、前期ブロッ

クと後期ブロックの職員構成は、従来のままというこ

ともあり、小中一貫への取り組みに関わって、全教員

組織で完全に小中一貫に取り組んでいるとは言い切れ

なかった。研究推進部である7人会（中学校籍の校長が

転出し、校長が1人になったため）が執行部として小中

一貫の取り組みをリードし、中期ブロックが、ＴＴ、

合同行事ほか、当初計画されていた小中一貫に伴う研

究活動を推進していた（→小中一貫教育としての独自

な取り組み方針・模範となる実践やその成果を報告す

る活動を求められる：研究をリードし、計画を出し、

実践し、まとめ方なども示していく役割が求められた）。

小柳　和喜雄

318



職員全体は小中一貫教育の推進に協力的ではあったが、

それぞれの学級経営や授業、児童・生徒指導、公務分

掌の活動が忙しく、小中一貫教育の取り組みと自分の

取り組みをつなぐのが容易ではない状況だった。実際

の取り組みが始まって初めて見えてくる問題（教室配

置と移動時間、チャイム、給食、６年生と７年生の関

係、保護者や地域への定期的な連絡、ほか）、それに

伴って様々に生じてくる課題を前にして、小中一貫教

育は果たして意味があるのか、この課題は移行期の課

題なのか、小中一貫がどうしても背負う問題かが時々

わからなくなることがあった（→葛藤があってもなか

なか相談する場がない→学外スーパーバイザーなどの

支援体制の必要性）。

（３）２年目は、実践や取り組みを洗練させたいと思っ

た年、教職員が小中一貫教育に向けて自分の役割を確

信し始めた年（著者がインタビュー素データを要約）

　平成17年12月に最初の研究発表を終え、小中一貫教

育について、その可能性も実感し始めた。来年度に向

けた課題も明確になった。しかしまだ絶えずこれでい

いのかという思いのゆり戻しは研究推進をしている方

にもあった。そこで平成18年４月に入り、各ブロック

の取り組みを充実させ、学校全体で９年間の小中一貫

教育をより充実させていくために、各ブロックから研

究主任が出る３人体制にすることになった（前期から

１人、中期から１人、後期から１人）。平成18年度の課

題は、取り組みの目的を明確にして、実践を洗練させ

ていく研究活動をする。「納得できる、いい実践がし

たい」だった。そこで、平成18年度より研究実行委員

会（８人会）の下に研究推進部会、ＴＴ研究部会、調

査研究部会、三期ブロック部会、教科部会、新設教科

等部会、分掌部会の７部会を設定し、９年間を見通し

た教育課程とその指導方法の研究を計画的に行うこと

になった。ここで求められた役割は、授業研究による

小中一貫ならではの取り組みを検討していくこと（各

部会での研究推進、年間５回以上の授業研究など）。例

えば小中一貫に固有なＴＴとは何か？９学年の調査

データをどのように取り扱い指導につなげていくのか、

各ブロックの活動、ブロックを越えた活動、全学行事

など、の研究推進計画、それに向けた評価計画を出す

こと、その推進役、まとめ方の提示であった。この年

の10月に２回目の研究発表会を終え、小中一貫教育へ

の取り組みが学校全体に浸透し始めたのを感じた。

５．得られた知見

（１）研修の最初には、①何をいつまでにしたらいい

のかを指し示すこと、②小中一貫に対する研修や視察

など通じて情報を提供すること、③小学校と中学校で

お話が折り合わないときの交渉、④教育委員会からの

要望への対応と連絡調整、⑤生じた課題や問題への対

応、などが求められる（情報提供、スケジューリング、

コーディネーションの役割）

（２）小中一貫の場合、立ち上げ期はやはり出身の籍

の研究主任に相談がしやすい（呉の取り組みのように

中学校籍の教員が兼務で研究主任を１人で行う場合も

ある; 天笠茂　監修・広島県呉市立五番町小学校・広島

県呉市立二河小学校・広島県呉市立二河中学校　編著

（2005））。そのため職員の不安や思いを表現させなが

ら、少しずつ調整していくためには、それぞれの籍か

ら1人研究主任がいた方が進めやすいかもしれない（メ

ンターリングの役割）。

（３） 実践が進むと、取り組む目的や成果や充実感が

求められてくるため、小中一貫教育としての独自な取

り組み方針・模範となる実践やその成果を報告する活

動を求められる：研究をリードし、計画を出し、実践

し、まとめ方なども示していく役割が求められる（模

範を示す、研究の方向性のイメージを与える、意味づ

けするなどガイドの役割）

　

＊研究主任の仕事を支えるには、研究推進部（管理職

と教務主任による応援体制）や外部のスーパーバイザー

による支援が効果的。

注

１）小中一貫教育を検討している先行研究の年度ごと

の推移は以下のとおりである。ここから、①ある

教科・総合に着目した小中一貫カリキュラム研究、

②学力向上・ある力の育成に着目した小中一貫カ

リキュラム研究、③学校全体の取り組みに着目し

た小中一貫研究（研究開発）、④学校全体の取り

組みに着目した小中一貫研究（教育特区）、⑤学

校全体の取り組みに着目した小中一貫研究（公立、

地域の事情）、⑥小中連携に関する研究、がその

特徴として読み取れた。なお、1990年以前の研究

として、1970年代、1980年代に、学校の統廃合問

題からそれぞれ取り組まれた記録が存在する。そ

こには、各地域の中でどのようにその課題と向き

合ってきたかが記録されている。しかし、それは

出版されておらず、入手が困難であったため、今

回のリストからは除いている。

＜1990年以前の先行研究＞

山口県教育庁教育企画室（1954）「改訂社会科カリ

キュラムに応ずる小中一貫性の系統表について」

教育広報 6（11），35-37．

橋本茂明（1967）「13．三角形・四角形の指導を小

中一貫して眺めてみる （中学校第４分科会 図 形

（その１））」日本数学教育学会誌．臨時増刊，総

会特集号 49，215．
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世古潤（1980）「1-8 生活空間の数学的把握による

小中一貫カリキュラム」日本数学教育学会誌．臨

時増刊，総会特集号 62，21．
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増刊，総会特集号 68，183．
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54，43-44．
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本農業教育学会誌 28（１），21-29．
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図形領域の指導のあり方」日本数学教育学会誌．
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715），72-75．
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楠山研（2002）「中国における小中一貫制学校に関

する考察」教育制度学研究 （９），145-157．

野村幸治，神山貴弥，望月悦子 他（2002）「音楽
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一貫教育めざす-- 子どもの成長見据えた新たな枠

組みづくり （特集 6・３をどうする-- 小・中連携

の新たな可能性）」悠 19（12），22-25．
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259-264．

中島豊（2003）「小中一貫教育の導入 （特集 教育
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